
 

教育委員会定例会日程  

 

平成２４年６月２８日 

 

１ 開 会 

 

２ 前回会議録の承認 

 

３ 会議録署名委員の決定  

 

４ 議事 

日程第１ 

 報告第５号 

   事務の臨時代理の報告（６月補正予算）について      （生涯学習課） 

 

５ 報告事項 

（１）市議会６月定例会の概要について      （資料１ 教育部・文化部）  

（２）財団法人小田原市学校建設公社経営状況の報告について  

（資料２ 教育総務課） 

（３）市議会議長あて陳情書「３０人以下学級実現と義務教育費国庫負担制度堅持

を求める意見書の採択についての陳情書」について （資料３ 教育指導課） 

（４）通学路における交通安全の確保について      （資料５ 保健給食課） 

 

６ その他 

（１）青少年の体験交流事業等について          （資料４ 青少年課） 

 

７ 閉 会 



 

報告第５号 

 

事務の臨時代理の報告（６月補正予算）について 

 

 小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原

市教育委員会規則第４号）第４条第１項の規定により、別紙のとおり臨時代理した

ので、同条第２項の規定により、これを報告する。 

 

  平成２４年６月２８日提出 

 

小田原市教育委員会 

教育長 前田 輝男  
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平成２４年度６月補正予算要求概要  

 
（歳 入）                                       （単位：千円） 

科 目 要求額 主 な 内 容 

(項) 委託金 
 (目)教育費委託金 4,010 

 

歴史的風致維持向上推進等調査委託金 

合 計 4,010 
 

 
 
（歳 出）                                       （単位：千円） 

財 源 内 訳 科 目 
要求額 主 な 内 容 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

(項) 社会教育費 
  (目)生涯学習セン

ター費 
生涯学習セン

ター運営経費 

9,800 生涯学習センター本館管理運

営事業 
・非常灯用直流電源装置更新工

事請負費 

   9,800 

(項) 社会教育費 
  (目)郷土文化館費 

郷土文化館運

営経費 

4,010 歴史的風致維持向上計画推進

事業 
・歴史的建造物管理運営方式調

査費 

4,010    

合 計 13,810  4,010   9,800 
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歴史的建造物管理運営方式調査について 

 

１ 事業概要 

「小田原市歴史的風致維持向上計画」の重点区域に位置付けられている板橋地域の

歴史的景観を構成する重要な要素の一つである旧醤油醸造業者の住宅兼店舗を取り上

げ、地域住民主体による歴史的建造物の持続的な管理運営方式の確立に向けた調査を

実施する。 

この事業は、国（国土交通省）の委託事業「歴史的風致維持向上推進等調査」を小

田原市が受託するものである。 

  ※歴史的風致維持向上推進等調査 

良好な景観等の形成における資金面、人材面、制度面での共通課題に対応した取組

みの提案を募集し、全国で活用できる現実的・効果的な制度の枠組みの検討を可能と

し、その成果を全国に広めることによって、地域における歴史的風致の維持向上を図

り、地域振興・活性化に寄与することを目的とする。 

 

２ 事業内容 

(1) 実施方法 

板橋地域の自治会・商店会、有志らによって管理・活用組織を編成し、これと建

築等の専門家・NPO 法人、民間企業等との連携を図りながら、 (2)の事業を実施し

て、その成果を取りまとめる。 

(2) 実施事業 

① 施設の周知に関わる事業 

施設の公開、施設の機能・構造、歴史等に関する講演会など 

② 活用及び管理運営のための財源確保に関わる事業 

イベントの実施、施設案内リーフレットへの広告掲載、協賛金・寄附金の徴収

など 

③ 維持管理費節減に関わる事業 

専門家等の指導による施設管理等に関する各種ボランテイアの育成、施設の維

持管理を兼ねた体験学習会など 

④ 実践例視察・調査 

他地域における実践例の視察及び実態調査（アンケート調査） 

(3) 成果の取りまとめ（成果品の作成） 

(2)の取組の成果を総括・整理して調査報告書を作成する。 
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３ 事業費（国土交通省委託金） 

総額 ４，０１０千円 

賃 金      １，２１０千円（施設公開時監視員等） 

報償費        ７５０千円（アドバイザー等謝礼） 

旅 費        ２５７千円（視察等旅費） 

需用費        ７０８千円（案内リーフレット印刷代等） 

役務費        １８５千円（ＰＲ広告料等） 

使用料及び賃借料   ９００千円（会場使用料） 

 

４ 対象建造物の位置、現況 
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平成２４年６月市議会定例会の概要について 

 

第  １日目 ６月 ８日 金 補正予算並びにその他議案一括上程・提案説明  

第  ２日目 ６月 ９日 （土） （休 会）  

第  ３日目 ６月１０日 （日） （休 会）  

第 ４日目 ６月１１日 月 
（休 会）  （議案関連質問通告） 

（一般質問通告）      

 

 

第  ５日目 ６月１２日 火 （休 会）  

第  ６日目 ６月１３日 水 （休 会）  

第  ７日目 ６月１４日 木 質疑、各常任委員会付託、請願・陳情付託  

第  ８日目 ６月１５日 金 
（休 会） 

建設経済常任委員会 

 

第 ９日目 ６月１６日 （土） （休 会）  

第１０日目 ６月１７日 （日） （休 会）                

第１１日目 ６月１８日 月 
（休 会） 

厚生文教常任委員会 

 

第１２日目 ６月１９日 火 
（休 会） 

総務常任委員会               
 

第１３日目 ６月２０日 水 （休 会）  

第１４日目 ６月２１日 木 
（休 会） 

（委員長報告書検討日） 
 

第１５日目 ６月２２日 金 

各常任委員長審査報告、採決 

請願・陳情審査結果報告、採決 

一般質問 

 

第１６日目 ６月２３日 （土） （休 会）  

第１７日目 ６月２４日 （日） （休 会）  

第１８日目 ６月２５日 月 一般質問  

第１９日目 ６月２６日 火 一般質問  

第２０日目 ６月２７日 水 一般質問  

 

資料１ 
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厚生文教常任委員会（教育部・文化部関係） 

 

 

平成２４年６月１８日開催 

 

１ 議 題 

 （１）議案第４２号 平成２４年度小田原市一般会計補正予算（所管事項） 
（２）議案第５７号 建物の取得について（小田原市立三の丸小学校屋内運動場棟 

１階及び２階部分）  
（３）陳情第２０号 ３０人以下学級実現と義務教育費国庫負担制度堅持を求める

意見書の採択についての陳情書 【採 択】 
２ 所管事務調査 

 （１）報告事項 

     財団法人小田原市学校建設公社の経営状況について 
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30人以下学級実現と義務教育費国庫負担制度堅持を求める意見書の採択についての陳情書 

 

【陳情趣旨】 

 子どもたちに豊かな教育を保障することは、社会の基盤づくりにとって極めて重要なことから、

「教育は未来への先行投資」であることが多くの国民の共通認識となっています。 

 日本は、ＯＥＣＤ諸国に比べて、１学級当たりの児童生徒数や教員１人当たりの児童生徒数が多

くなっています。一人ひとりの子どもに丁寧な対応を行うためには、ひとクラスの学級規模を引き

下げる必要があります。文部科学省が実施した「今後の学級編制及び教職員定数に関する国民から

の意見募集」では、約６割が「小中高校の望ましい学級規模」として、26～30人を挙げています。

このように、保護者も30人以下学級を望んでいます。 

 社会状況等の変化により、一人ひとりの子どもに対するきめ細かな対応が必要となっています。

不登校、いじめ等生徒指導の課題も深刻化しています。また、新学習指導要領実施により、授業時

数や指導内容が増加しています。こうしたことから、学級規模縮減以外の様々な定数改善も必要で

す。 

 教育予算について、ＧＤＰに占める教育費の割合は、ＯＥＣＤ加盟国（28カ国）の中で日本は最

下位となっています。また、三位一体改革により、義務教育費国庫負担制度の国負担割合は２分の

１から３分の１に引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに、非正規雇用者の増大などにみら

れるように教育条件格差も生じています。将来を担う子どもたちへの教育は極めて重要です。教育

水準の維持向上に向けた施策を講じるためには「教職員の子どもと向き合う時間の確保・拡充」や

「教職員配置の更なる充実」が欠かせません。 

 

【陳情項目】 

 政府予算編成において、下記事項の実現について、地方自治法第99条の規定に基づき国の関係機

関へ意見書を提出していただきますよう要請いたします。 

 

                      記 

１．きめの細かい教育の実現のために、少人数学級を推進すること。具体的学級規模は、ＯＥＣＤ

諸国並みのゆたかな教育環境を整備するため、30人以下学級とすること。また、学校現場に必要

な教職員の人員・人材を確保すること。 

２．教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫負担制度の堅持とともに国負

担割合を２分の１に復元すること。 

                                        

平成24年5月31日 

小田原市議会議長  

加藤 仁司 様 

 

                            陳情者 

                            西湘地区教職員組合 

小田原市扇町５丁目17番12号 

                            執行委員長 清水 隆男 □印  
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平成２４年小田原市議会６月定例会 

一般質問  ６月２２日～２７日 

 

 質問順 ４   １ 番   鈴木紀雄  

１ 多発する交通事故に対する防止対策について 

（３）市内小中学校通学路の事故防止対策について 

 

 

 質問順 ８  １４番  大村 学  

１ 市長の二期目の取組について 

（２）お城と史跡の保全・整備について 

２ 学校施設の整備について 

（１）本市の学校施設の老朽化について 

（２）屋内運動場の整備について 

 

 質問順１０  １９番  奥山孝二郎  

１ 通学路における児童生徒の安全確保について 

（１）本市における通学路等の事故等について 

（２）通学路における安全対策と危険箇所の把握状況について 

（３）児童生徒に対する交通安全教育及び市民に対する交通安全啓発について 

２ 学校における安全対策について 

（１）学校施設の非構造部材の耐震対策について 

（２）子どもたちの安全確保について 

 

 

 質問順１２  １２番  神永四郎  

１ 小・中学校の通学区域について 

（１）住民や自治会からの要望に対する対応 

（２）通学区域（学区制）の再検討 

２ きめ細かな教育体制の強化について 

（１）支援教育推進事業 

（２）不登校対策事業 

３ 平成２４年度教育委員会事務の点検・評価について 

（１）今年度の点検・評価方法 

（２）教育委員の活動 

 

 質問順１５  ２８番  関野隆司  

３ 放射能汚染対策について 

（４）学校給食の調査、対応について 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 要 旨 

教

育

長 

文部科学省等から、関

係機関の連携の下、通

学路の安全点検や安全

対策を講じるよう依頼

があったと聞いている

が、教育委員会では、

いつまでに、どのよう

に対応するのか伺う。 

 

各学校においては、教職員を中心に、ＰＴＡや自治会、地元の駐在所などの協

力をいただきながら、通学路の安全の確認や危険箇所の把握を行っており、現在、

取りまとめを行っているところである。教育委員会では、この後、各学校の合同

点検の要否について、関係課や警察署と協議し、８月末を目途に、学校、保護者、

道路管理者、警察署等による合同点検の実施を調整していく。その上で、対策案

を作成し、道路管理者や警察署等とともに、安全対策を講じてまいりたい。なお、

合同点検の実施に当たっては、できる限り地域住民の参加をいただいてまいりた

いと考えている。 

 

教

育

長 

一連の事故を受け、通

学路の検証や対応につ

いて、どのようなこと

を行ってきたか。また、

児童・生徒、保護者等

に対してどのような措

置を講じてきたか。 
 

新年度早々、京都府や千葉県などで、登校中の児童らが車にはねられ、死傷す

るという大変痛ましい事故が相次いで起きたことを受け、教育委員会では、５月

２日付けで、各学校あて、改めて通学路の安全確認を行うとともに、登下校時の

指導や見守り活動の協力体制を強化するよう通知した。具体的には、再度、児童・

生徒への注意喚起を行うこと、通学路の点検により、危険箇所や車の通行量等を

把握し、その状況に応じて適切な措置を取るとともに、児童・生徒、保護者等へ

の周知を行うこと、また、必要に応じて、危険箇所における登下校時の指導や見

守り活動を強化することなどである。 

 

教

育

長 

通学路は、どのように

決めているのか。児

童・生徒や保護者、近

隣住民等の意見はどの

ように取り入れている

か。 

通学路は、各学校が、児童・生徒の通学の安全の確保と、教育的環境維持のた

めに指定しており、通学路を決めるに際しては、教職員が必ず実地調査をし、交

通量、信号機や横断歩道の整備状況、川、がけ、踏切などの危険箇所の有無、道

路の状況、交通規制、周辺の環境などについて、状況に応じて、警察署や交通安

全協会、道路管理者、交通指導員、自治会等地域の関係者の意見を求めて検討し、

決定している。今後も、指定や変更について、関係する機関に対して意見を求め

てまいりたい。 

 

教

育

長 

道路管理者などにも相

談し、危険箇所の排除

や安全対策について検

討することも重要だと

思うが見解を伺う。 

通学路の安全を確保していくためには、歩道やガードレールの整備、道路上へ

の通学路表示やグリーンベルトの設置、横断歩道や信号機の設置等、特にハード

面の整備については、道路管理者や警察との協議が重要であるため、学校から要

望が出された場合などには、まず、道路管理者等に相談しているところである。 

今後実施する合同点検や、それに伴う安全対策については、道路管理者等との

連携協力体制を一層強化してまいりたいと考えている。 

 

 

鈴

木 

紀

雄 

  

多

発

す

る

交

通

事

故

に

対

す

る

防

止

対

策

に

つ

い

て 

部

長 

通学路における危険箇

所への対応として、平

成２３年度どのような

要望がどれくらいあっ

たか。また、それらの

要望に対してどのよう

に対応したのか。 
 

主な改善要望としては、道路標識や道路標示の設置や補修が１２件、白線・グ

リーンベルトの設置が６件、横断歩道の設置が６件、カーブミラーの設置が５件

あり、そのほか歩道の整備や道路の拡幅、信号機の設置等、全体で４２件の要望

があった。各学校から要望を受けると、教育委員会では、その内容に応じて、警

察や道路管理者等に改善をお願いしている。平成２３年度は、４２件のうち、１

７件の改善が完了しており、要望箇所が民地であったり、構造上困難であるなど

の理由で１４件が対応できず、また、１１件が交渉継続中あるいは、要望継続中

となっている。 

 
 

※ 一般質問（教育部） 
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市

長 

本市の小中学校の校舎

や屋内運動場は老朽化

が進んでいると思う

が、古いものでどのく

らい経ってそれらがど

のくらいあるのかな

ど、本市学校施設の老

朽化の現況を伺う。 

本市学校施設の校舎や屋内運動場の棟数は、小学校２５校で９２棟、中学校１

１校で４６棟、合計１３８棟ある。そのうち、建築後５０年以上経過している建

物は、３棟で全体の２．２％、このうち、白山中学校の北校舎が最も古く建築後

５５年を経過しており、白鷗中学校の北校舎と鴨宮中学校の北西校舎が５１年と

なっている。また、建築後４０年以上５０年未満の建物は３５棟あり、全体の２

５．４％で、古いものでは城南中学校の中東校舎が４９年、千代中学校の屋内運

動場と早川小学校の南校舎が４８年となっている。建築後３０年以上４０年未満

の建物は５７棟で、全体の４１．３％、３０年未満の建物は４３棟で３１．１％

となっている。 

 

市

長 

本市学校施設の、根本

的な建替計画を考えな

くてはならない時期に

来ているのではないか

と考えるが、見解を伺

う。 

学校施設の老朽化への対応として「校舎リニューアル計画」は、計画の策定か

ら８年が経過する中、施設の老朽化がさらに進行していること、また、災害時に

学校が担う地域の防災拠点としての視点を取り入れる必要性などから、今年度、

大幅な見直しを行う。この見直しにおいては、当面の課題として早急に行う必要

がある外壁改修や受水槽の更新、雨漏り等への対応、また中期的に計画的に行う

大規模改修、さらに、大規模な改修では老朽化に耐えられない場合は建替えも視

野に入れ、調査・検討を行ってまいりたいと考えている。なお、文部科学省では、

今後集中して見込まれる学校施設の建替えや改修のあり方について検討を始め

ており、国の補助制度の見直しについても検証する見通しであるとされているの

で、そうした国の動向も注視してまいりたい。 

 

教

育

長 

今年度より必修となっ

た武道への対応とし

て、剣道の防具や柔道

畳の整備状況は万全か

伺う。 

 

本年度から新しい学習指導要領が完全実施されることに伴い、中学校におい

て、武道が必修となったことから、本市では、各学校が保有する防具や畳を補充

する形で、平成２３年度に必要な数を購入し、学校に配付した。これにより、剣

道を選択した学校４校については、剣道の防具が１校当たり４０セット、柔道を

選択した７校のうち柔道場がある２校を除く５校については、１校あたり１００

枚を超える畳が整い、ひととおりの整備は行えたと考えている。 

 

部

長 

既存の柔道畳と新たに

購入した柔道畳では、

大きさ、厚さ、硬さ等

に違いがある。段差が

できてしまう現状をど

う改善していくのか伺

う。 

 

 柔道を選択した学校の多くは、これまで選択種目として柔道を行っていたこと

もあり、相当数の畳を保有していた。そこで、足りない分を補うかたちで新しい

畳を購入したが、ご指摘のように多少の段差が生じてしまう状況がある。そのた

め、当面の対策として、柔道の授業が始まる１０月までに、各学校間で畳の規格

が整うように調整を行いたいと考えている。なお、それでも授業に差しさわりが

生じるようであれば、今後新たな購入についても検討していく必要があると考え

ている。 

 

大

村 

 

学 

 

学

校

施

設

の

整

備 

に

つ

い

て 

部

長 

柔道畳の滑り止め対策

が十分でないと考える

が、どのような対策を

考えているか。 

 

各学校が保有する畳には、滑り止めが付いていないものもあり、また滑り止め

が付いていても十分ではないため、これまで学校では、畳の周りをマットで囲う

などの工夫をしながら授業を行っている。体育館に畳を敷いて授業を行うため、

設備面で決して十分な体制とは言えないが、授業のやり方や指導内容を工夫する

など、安全に行えるよう努めてまいりたい。 
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教

育

長 

本市では、児童生徒の

交通事故がどのくらい

あるのか、平成２２・

２３年について伺う。 

 

小田原警察署の統計によると、１５歳以下の子どもの交通事故件数は、平成２

２年が１２０件、平成２３年が８５件となっている。 

 

教

育

長 

通学路の改善要望に対

して、本市として、ど

のような流れで対応を

してきたのか。主にど

のような要望があった

か、平成２２・２３年

度の実績について伺

う。 

 

教育委員会では、交通安全対策協議会等から提出された通学路の改善要望に対

して、その内容に応じて、庁内関係各課と連携し、警察、道路管理者等に対し、

改善の依頼をしている。主な要望内容については、道路標識や道路標示の設置や

補修、白線・グリーンベルトや横断歩道の設置、歩道の整備や道路の補修・拡幅、

信号機の設置等があり、平成２２年度には街路樹の剪定や、交通量が多い交差点

への手旗設置の要望もあった。なお、要望件数は、平成２２年度が３１件、平成

２３年度が４２件であった。 

 

教

育

長 

安全対策の中で、街路

灯の設置など、明るい

見通しのよい場所が通

学路として整備されて

いるのか。また、不審

者から児童生徒を守る

対策もとられているの

か。 

 

通学路を設定するに際しては、文部科学省の指導においても、道路が狭い、見

通しが悪い、人通りが少ない、やぶや路地、倉庫、空き地など人が身を隠しやす

い場所が近いなど、危険・要注意箇所を把握するとともに、特に危険な箇所では、

警察官等による誘導や、交通安全や犯罪防止のために必要な設備等を要請するこ

ととされている。各学校の交通安全対策協議会においては、そうした通学路の危

険箇所や要注意箇所を把握した上で、街路灯の設置なども含め、改善の要望を行

うとともに、児童生徒を対象に交通安全教室の開催や、地域防犯マップの作成、

防犯パトロールを行うなど、不審者から児童生徒を守る対策に努めているところ

である。 

 

部

長 

登下校中の児童・生徒

が不審者の被害にあっ

た情報を、市はどのよ

うに発信しているか。 

 

児童・生徒や保護者からの通報を受け、学校ではまず、児童・生徒への注意喚

起を行い、さらに、その徹底を図るために状況に応じ保護者あて注意文書を配布

している。また、近隣の小・中学校に対しては、学校から電話で一報を入れてい

る。さらに、教育委員会では、市内の全幼稚園・小学校・中学校及び関係各課に

ＦＡＸで発信するとともに、市民に対しては、おだわら安心安全メールシステム

を活用している。なお、発信にあたっては、被害者が特定されないよう配慮する

とともに、保護者に文案の了解を得る等の必要があるため、時間を要する場合も

ある。 

 

奥

山 

孝

二

郎 

 

通

学

路

に

お

け

る

児

童

生

徒

の

安

全

確

保

に

つ

い

て 

教

育

長 

交通安全対策協議会等

において、児童生徒に

対する交通安全指導

や、交通安全教室など、

交通安全に関する啓発

活動を実施している

か、また、学校と地域

が連携して行うこと

が、児童生徒に対して

も、車を運転する大人

へ対しても、交通事故

防止・安全対策となる

と思うが、見解を伺う。 

 

交通安全対策協議会等においては、日ごろから、自治会や、ＰＴＡの校外指導

委員会、警察署等と連携し、登下校時の交通安全指導や交通安全教室の開催、地

域の道路安全点検など、啓発活動や交通安全対策に取り組んでいる。学校を中心

に、保護者をはじめ地域の様々な方々が、そうした地域で行う交通安全活動に参

加することは、ご指摘のように、児童生徒に対してだけではなく、車を運転する

大人にとっても、地域の交通安全に対する課題や、通学路の危険箇所などを認識

することになり、交通事故防止や安全対策に有効であると考えている。 
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 市

長 

学校と地域が一体とな

って交通安全対策協議

会などを設置している

が、全市的にみると地

域格差があると思われ

る。各地域が活発に行

われるよう啓発をする

べきと思うが、市長の

見解を伺う。 

児童生徒が巻き添えになるという大変痛ましい事故が起きており、これまで以

上に登下校中の通学路に面した地域の皆さん方の意識が高まっている状況であ

る。本市では、桜井地域をはじめ、いくつもの地域で朝の見守りや下校時の見守

りを地域の方が自発的に行っており、それを支える様々な組織が活動しているお

陰で、子ども達の安全が守られているということを認識、感謝しているところで

ある。しかし、全地域でこのようなことが行われているかといえば、そうではな

いことも残念ながら事実としてある。地域の方が自発的にやっていただくことが

重要であると考え、そのことを認識した上で、市としても交通安全の取組みの強

化に向けた更なる啓発を、様々な形で、学校、地域の諸団体にも呼びかけを行い

たい。学校ごとに設置されている交通安全対策協議会等においても、こうした働

きかけを様々な方策を講じて啓発を進めいていきたい。 

 

市

長 

本市として非構造部材

の耐震対策として実施

している具体的な整備

はどのように進めてい

るのか伺う。 

非構造部材の耐震対策として本市では、これまで、窓ガラスの飛散防止フィル

ムの貼付や、外壁剥離の改修、梁や天井の落下防止のための改修、家具などの転

倒防止金具の設置を行ってきた。窓ガラスの飛散防止フィルムは、今年度、小学

校５校への貼付をもって、全て完了する。また、外壁の改修については、今年度

は小学校３校（酒匂小、矢作小、早川小）、中学校１校（城山中）、幼稚園２園（矢

作幼、下中幼）において改修を予定している。天井ボードや照明器具の落下防止

策については、現在行っていないが、文部科学省の「学校施設の非構造部材の耐

震化ガイドブック」を参考にしながら検討してまいりたい。 

 

市

長 

昨年度整備した学校屋

上フェンスは何を基準

として何校整備してい

るか、また今年度の計

画を伺う。 

整備の基準については、海抜１０ｍ以下に所在する広域避難所である小学校の

うち、海岸に近いこと、周辺に高い建物が少ないこと、既存の屋上フェンスの範

囲が狭いこと等から選択し、昨年度は、山王小学校、国府津小学校、酒匂小学校

の３校に整備した。今年度は、海抜１０ｍ以下に所在する学校のうち、屋上のな

い三の丸小を除いた小学校３校（新玉小、町田小、富士見小）、中学校３校（白

鴎中、国府津中、酒匂中）の整備を行う予定である。 

部

長 

昨年９月議会で予算を

承認したが学校屋上工

事が遅れていたと聞い

ているが何故なのか、

いつ起こるか分からな

い震災に対して迅速に

整備をすべきと思うが

見解を伺う。 

昨年、小学校３校に設置した屋上フェンス工事については、９月１４日にその

整備費用をお認めいただいたところである。その後、入札の執行に必要な設計図

書の作成に約１ヶ月半、入札準備及び入札者を募集するための公表期間等に約２

週間、入札参加者が入札金額を算出するための見積期間が１０日間、入札書の受

付、開札、落札決定まで１週間、落札者との契約締結まで約１週間と、おおよそ

３ヶ月を要している。工事は、３月１５日までの契約工期内に完了しており、事

務の流れとして、完了までに日数を要することをご理解いただきたい。 

 

奥

山 

孝

二

郎 

 

学

校

に

お

け

る

安

全

対

策

に

つ

い

て 

 

市

長 

学校施設の非構造部材

の耐震対策に際して、

国・県の補助はあるの

か伺う。 

平成２３年度においては、文部科学省の「学校施設環境改善交付金」を活用し、

東富水小学校の外壁改修を、また、県の「神奈川県子育て支援事業市町村交付金」

を活用して小学校３校の転落防止用の屋上フェンスの整備を行った。平成２４年

度においては、文部科学省の「学校施設環境改善交付金」の事業内容の拡充によ

り建築非構造部材の耐震化を含む、「防災機能強化事業」が創設されている。い

ずれにしても、非構造部材の耐震対策には、国や県の補助制度を活用しながら整

備を進めてまいりたい。 

 

 
 



        9 

 

部

長 

学校施設の非構造部材

の点検を実施している

のか伺う。 

 本市においては、建築基準法に基づき、有資格者による定期点検を３年に１度

実施しているが、専門の調査機関に依頼するような点検は行っていない。 

 

部

長 

学校施設の非構造部材

の点検及び耐震化につ

いて、国土交通省の「社

会資本整備総合交付

金」を活用し、本年度

中に、年度途中でも既

に交付決定している事

業を振り替えて、実施

する考えはないか伺

う。 

 「社会資本整備総合交付金」の配分については、今年度は、既に決定しており、

また追加は難しいと考えている。学校施設の非構造部材の点検及び耐震化につい

ては、「学校施設環境改善交付金」と補助率が同じであることから、整備に係る

財源については、今後、調整してまいりたい。 

 奥

山 

孝

二

郎 

 

 

教

育

長 

他市において児童・生

徒用ヘルメットを導入

している学校もあると

聞いているが、本市で

は、ヘルメットの配備

についてどのような見

解があるか。 

 

本市では、昭和５０年代に東海地震に対する防災意識が高まる中、常に身近に

置いておき、災害時には迅速にかぶって身を守ることができる防災頭巾の所持を

勧めてきた。学校においては、地震が発生した場合には、まず、机の下にもぐっ

て身を守り、揺れがおさまった後に防災頭巾をかぶって避難するという訓練を繰

り返し行っている。防災頭巾は、日頃は座布団として使い、火災の際に火の粉を

防いだり、頭や肩、首もとまで守るという点で便利なものである。一方、ヘルメ

ットは、落下物からの衝撃に強いという点に有効であるが、管理面の課題もあり、

本市では、基本的には防災頭巾を活用していきたいと考えている。 

 

教

育

長 

小・中学校の通学区域

の見直しについての住

民や自治会からの要望

に対し、これまでどの

ような対応をしてきた

のか。 

 

本市では、通学区域の見直しに当たっては、これまで、地域の連合自治会やＰ

ＴＡから、地域の総意として要望が取りまとめられた場合に限り、学区審議会に

諮問し、その答申を踏まえて対応してきたところであるが、平成４年以降、具体

的な要望は出されていない。なお、平成９年に、文部科学省から「通学区域制度

の弾力的運用について」の通知が出されており、本市においても、「自宅から近

い学校への通学」や「部活動の希望」等、児童・生徒の個々の事情に即し、弾力

的な運用に努めているところである。 

 神

永

四

郎 

 

小

・

中

学

校

の

通

学

区

域

に

つ

い

て 

部

長 

通学区域制度の弾力的

運用により児童・生徒

に個別対応していると

のことだが、弾力的運

用とはどのようなもの

か伺う。 

 

本市では、通学区域制度の弾力的運用を図るため、「指定変更許可基準」を定

めている。その具体的な内容としては、「自宅から近い学校への通学」として、

指定された小学校までの通学距離が２ｋｍ以上で、指定された小学校よりも近い

小学校に入学する場合は、指定変更を認めている。また、「部活動」として、小

学校時に１年以上の活動実績があるが、指定された中学校に希望する部活動がな

い場合は、希望する部活動がある自宅に最も近い中学校に入学する指定変更を認

めている。他にも、両親等が共働きにより、預かる人の居住する学区の学校に就

学を希望する場合や、自宅のある学区の外に店舗等を経営していて、店舗のある

学区の学校に就学を希望する場合などについて、指定校以外への通学を認めてい

る。 
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教

育

長 

新玉小学校の通学区域

の自治会長から学区を

見直してほしいとの意

見を聞いている。市と

して通学区域を再検討

すべきではないか。 

 

通学区域の設定については、学校の位置や字の区域、通学路の安全性等を考慮

した上で、学区審議会に諮問し、その答申に基づいて決定しており、その線引き

が必ずしも連合自治会の区域と重なっていないことは承知している。そのため、

過去において、地域の方々から学区を見直してほしいとの要望が出された経緯が

あり、その場合は、学区審議会において、合理性等を判断し、見直しを行ってき

た。新玉小学校の学区について、これまで市民と市長の地区懇談会の席で意見が

出されたことは承知しているが、地域の総意としての要望は出されていない。 

市内の通学区域について、現段階では見直しは必要ないと考えている。 

 
 

教

育

長 

市全体の見直しが難し

いことは理解している

が、例えば、モデル的

に、新玉小学校と三の

丸小学校に分断されて

いる万年連合自治会の

見直しをする考えはな

いか伺う。 

 

万年地区については、東寄りの１５区、１６区が新玉小学校区、それ以外は三

の丸小学校区となっており、既に長い歴史を重ねてきている上、距離的には新玉

小学校に近い自治会が多い。それぞれの学校には、それぞれの良さがあり、過去

の経緯や地域の方々の思いがある中で、一概に、連合自治会と学区を一緒にする

ことは大変難しいものと考えているのでご理解いただきたい。 

 

教

育

長 

本市の支援教育推進事

業について、様々な教

育的ニーズに応じた具

体的な取組みについて

伺う。 

 

本市では、教育上配慮を必要とする子どもたちに対し、それぞれのニーズに応

じた適切な教育を行うため、個別支援員を配置するとともに、専門的な立場から

教員を指導するため、学校の要請に応じ、医師、臨床心理士、心理相談員等によ

る支援チームの派遣を行っている。また、様々な困難さを持って生活する子ども

や、その教育に関わる保護者等の相談に応じ、支援を行うため、酒匂小学校に、

臨床心理士を配置した特別支援教育相談室「あおぞら」を設置しており、その相

談件数は年々増加の傾向にある。そうした相談の中で、特に、ことばに課題があ

る場合には、新玉小学校と下府中小学校に設置している言語障がい通級指導教室

「ことばの教室」において、個別指導等を行っている。「通級指導教室」とは、

ほとんどの授業は通常の学級で受けながら、障がいの状況に応じた個別の指導を

通級指導教室で受ける指導形態で、本市ではことばの教室のほか、情緒障がい通

級指導教室「フレンド」を酒匂小学校に設置しており、ニーズの高まりを受け、

今年度には足柄小学校にも開設したところである。 

 

神

永

四

郎 

 き

め

細

か

な

教

育

体

制

の

強

化

に

つ

い

て 

教

育

長 

様々な教育的ニーズに

対応していくための課

題と、今後の方向性に

ついて伺う。 

 

支援教育の推進に当たっては、早い段階から、一人ひとりの特性や課題に合っ

た対応をしていく必要があり、適切なタイミングでより有効な支援を行うために

は、必要な人材の確保と、指導者の資質向上が課題となっている。また、支援が

必要な子どもの指導に当たっては、就学前から義務教育修了までを一つのスパン

として捉え、長期的かつ継続的な視野を持って取り組んでいく必要があるため、

幼稚園、保育所、学校が連携した体制づくりが求められているところである。併

せて、家庭が果たす役割も大きいことから、子どもとのよりよい関わり方につい

ての情報提供や、保護者に対する相談体制を一層充実させていく必要がある。こ

のような状況に鑑み、本市では、個別支援員や支援チームの充実、教職員の資質

向上、相談窓口の拡充等に取り組んでおり、今後ともより関係機関等との連携を

深め、支援教育の一層の充実に努めてまいりたいと考えている。 
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部

長 

支援教育推進事業の課

題として、人材の確保

や指導者の資質向上が

挙げられているが、具

体的にお示しいただき

たい。 

 

人材の確保については、小・中学校からの要望に応えられるよう、量的拡大を

図ってまいりたい。また、指導者の資質向上については、学校現場において、さ

まざまな課題を抱える子どもたちのニーズに応じ、適切な支援を行っていくこと

ができるよう、積極的にＯＪＴに取り組むなど、研修体制の充実に努めてまいり

たいと考えている。 

 

教

育

長 

不登校児童・生徒に対

して、学校現場ではど

のように対応している

のか。 

 

本市では、さまざまな要因により不登校になる子どもたちに支援を行うため、

「教育相談指導学級」として、「しろやま教室」と「マロニエ教室」の２箇所で

学校復帰に向けた教育を行っている。また、登校はできるが教室に入れない生徒

への対応としては、平成１４年度に白鷗中学校に「校内支援室」を設置したとこ

ろ、大きな効果が見られたため、徐々に拡大し、平成２３年度には、全中学校で

の設置が完了したところである。校内支援室の運営は、当初１人で行ってきたが、

平成２２年度に、中学校２校において複数体制としたところ、生徒がいつ行って

も迎える人がいることが、結果的には、生徒の登校を促し、効果が認められたた

め、本年度は、中学校６校で指導員の複数体制を実現したところである。学校で

の居場所が確保されたことにより、「しろやま教室」及び「マロニエ教室」に通

う子どもの数は減少傾向にある。 

 

教

育

長 

不登校児童･生徒に対

しての学校での課題と

今後の方向性について

伺う。 

 

 不登校の要因が複雑化する中、１人でも多くの児童･生徒の学校復帰を目指す

ためには、さまざまな角度から取り組む必要があると考えている。中でも、校内

支援室の複数体制は、不登校解消に効果が見られることから、さらなる指導員の

拡充等が必要であると考える。また、不登校児童・生徒の自宅への家庭訪問を行

う不登校訪問相談員の果たす役割も大きく、現在、中学校６校への配置となって

いるが、さらなる人的拡大を図りたい。不登校対策は、学校だけでは対応できな

い課題であり、今後、より一層、家庭・地域・関係機関との連携を強化し、取り

組んでまいりたいと考えている。 

 

部

長 

不登校対策の課題とし

て、さらなる指導員の

拡充等が挙げられてい

るが、具体的にお示し

いただきたい。 

 

校内支援室指導員については、現在、鴨宮中学校、千代中学校、国府津中学校、

酒匂中学校、泉中学校及び橘中学校の６校に配置しているが、その他の学校につ

いても、必要に応じて配置してまいりたいと考えている。また、不登校生徒訪問

相談員については、城山中学校、白山中学校、鴨宮中学校、千代中学校、酒匂中

学校及び泉中学校の６校に配置しているが、これについても、状況に応じて拡大

してまいりたいと考えている。 

 

神

永

四

郎 

 

き

め

細

か

な

教

育

体

制

の

強

化

に

つ

い

て 

市

長 

支援教育や不登校対策

等、きめ細かな教育を

進めているが、市長と

して、今後の小田原の

教育の発展に向けて、

どのような期待を持た

れているか、お聞かせ

願いたい。 

 

支援教育対策、不登校対策については、人的措置が求められていることは、現

場の方々の声を聞いて承知しており、これについては、県に対して働きかけてま

いりたい。本市では、「未来へつがなる学校づくり推進事業」「幼保・小・中連携

事業」「学校支援地域本部事業」「スクールボランティア」など、地域の資源や特

色を活かし、地域の方々のご協力をいただきながら、教育現場の充実に向けた事

業に取り組んでいる。これらの取組みは、小田原ならではのものと考えており、

今後は、これらをパッケージ化し、目に見える形で広く周知を図っていくなどし

ながら、より一層の施策の充実を図っていく必要があると考えている。 
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教

育

長 

今年度の点検・評価の

実施方法は、昨年度と

どう違うのか伺う 

教育委員会事務の点検・評価は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

に基づき、平成２０年度から実施をしており、今年度で５回目となる。教育委員

会は、学識経験者の知見を活用して、点検・評価を行い、議会に報告することに

なっている。本市では、これまでは、教育委員会事務の点検・評価について、す

べての事業を対象に行ってきた。しかし、これまでの点検・評価の実施方法では、

「各事業の評価が具体的に見えない」、「教育委員の関与が少ない」等のご指摘を

頂いていた。このため、今年度は、教育委員が積極的に関与する方法に変えた。

具体的には、点検・評価を実施する重点事業について教育委員が選定し、その事

業について現場訪問やヒアリングを行った後、学識経験者との合同によるヒアリ

ングを行うこととした。 

 

教

育

長 

点検・評価を実施する

にあたり、教育委員は

どのように活動してい

くのか。 

 

 まず、５月の教育委員会定例会において、教育委員会が行う事務のうち、点検・

評価すべき重点事業を１７事業選定した。今後は、事業の所管課が実施した自己

評価を踏まえ、教育委員自らが、現場訪問やヒアリングを実施する予定である。 

また、７月下旬には、学識経験者と教育委員による合同のヒアリングを行った上

で、対象事業について評価することになる。このように、今年度の点検・評価に

ついては、教育委員が積極的に関与する方法で実施することにより、教育現場へ

の理解を深め、教育委員会の活性化及び本市の教育力向上につなげてまいりたい

と考えている。 

 

神

永

四

郎 

 

平

成

24

年

教

育

委

員

会

事

務

の

点

検

評

価

に

つ

い

て 教

育

長 

 教育委員が積極的に

点検・評価に関与する

ためには、もっと教育

現場に出向いて状況を

把握すべきと考えるが

教育長の見解を伺う。 

 

 教育委員会では、教育委員会の活性化の観点から、今回の点検・評価の見直し

のほか、教育委員の現場訪問の機会の増加、懸案事項に係る意見交換会の開催等

の取り組みを行っている。現場訪問については、今年度は、足柄小学校に新たに

開設した通級指導教室「フレンド」の開級式に保護者や子どもたちと一緒に参加

していただいたほか、富士見小学校特別支援学級の視察、片浦小学校放課後子ど

も教室の視察を行っている。教育委員が積極的に教育委員会事務の点検・評価に

関与していくためには、日ごろから現場に出向いて学校の様子や教職員の声を聞

くことが大切であると考えており、今後ともそのような機会を増やすよう、努め

てまいりたい。 

 

教

育

長 

文部科学省の補助制度

により、神奈川県が実

施する、学校給食用食

材の放射性物質検査の

活用については、その

後どうなっているか。 

また、調理後の給食の

放射性物質検査につい

ては実施する予定があ

るか。 

 

 

県では、当初６月頃の開始を予定していたが、入札等手続の関係で検査機器の

導入が遅れており、現時点の今後の見通しとして、検査開始時期を８月下旬から

９月を予定している旨、事務連絡があったところである。検査場所は、厚木合同

庁舎分庁舎と横浜農業合同庁舎の２ヵ所で、それぞれに複数台の機器が配置さ

れ、給食に使用する「食材」の検査が行われる予定である。調理後の給食の検査

については、文部科学省の｢学校給食モニタリング事業｣を県が受託することが決

定したところであり、今後県内２市町村を選定し、児童生徒に提供したあとの給

食について、定点で継続的に計測することとしている。検査実施地点については、

希望する市町村から地域性等を考慮し決定するとされているので、本市として

も、実施を希望してまいりたい。 

 

 

関

野

隆

司 

 

放

射

能

汚

染

対

策 

に

つ

い

て 教

育

長 

食品中の放射性物質の

基準値について、国よ

り厳しい独自の基準値

を設けている自治体が

あるが、小田原市では

どのように考えている

か。 

 

厚生労働省は、一層の食品の安全と安心を確保するために、長期的な観点から、

食品に含まれる放射性セシウムの新たな安全基準を平成２４年４月１日に設定

した。同省からは、小中学生などについては、給食も含めた朝昼夕の３食分の摂

取量を考慮して基準値を計算しているため、給食についても新たな基準値に適合

していれば安全性は確保されるとの見解がでている。本市としては、国の基準値

に基づき対応してまいりたいと考えているので、ご理解いただきたい。 
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議

員 

項

目 

答

弁 
質 問 要 旨 答 弁 要 旨 

市

長 

天守閣の木造化につい

て、今後４年間で具体

的な方向性を打ち出す

のか。 

 

天守閣の木造化については、私自身含め小田原市民の大きな夢と認識してい

る。その一方で、国指定史跡地内にある天守閣は、資料に基づく復元的な整備が

求められることから、根拠となる資料の調査研究が必要であるとともに木材の確

保等、木造化の実現には多くの課題があることも認識している。とはいえ、小田

原城天守閣耐震改修等検討委員会では、模型や絵図、古写真などの一定の資料が

あることから「木造化の可能性がないわけではない」との意見もあった。このた

め、天守閣の木造化については、木造化の可能性を高めることを目指し、さらに

資料収集と研究を進めるとともに、専門委員会の設置についても検討するなどし

ながら木造天守閣の可能性をしっかり検証してまいりたい。 

 
大

村

学 

 

市

長

の

二

期

目

の

取

組 

に

つ

い

て 

市

長 

博物館構想はどのよう

に描いているのか。ま

た、建設場所はどこを

考えているのか。 

 

すぐれた歴史資産に恵まれた本市では、地域の宝ともいうべき郷土資料を活用

し、市民の郷土への誇りを育むとともに、その魅力を次世代に伝えてゆくことが

重要と考えている。これら郷土の歴史・文化に関する貴重な資料については、天

守閣のほか郷土文化館等で展示・保管しているが、施設の狭隘さや老朽化等によ

り、いずれも充分機能しえていないのが現状である。そこで、郷土文化館の機能

を継承しつつ、天守閣の貴重資料の保管・展示等も視野に入れた新たな博物館の

整備について、財政状況等も考慮しながら、市民や有識者らの意見などを踏まえ、

機能・設備・設置の時期・立地条件等についての基本的な考え方を示す基本構想

を改めて取りまとめていく必要があると考えている。建設場所についても、基本

構想に示される立地条件等を勘案しながら、具体的な選定作業を進めることにな

ると思う。 

 

 

 

※ 一般質問（文化部） 









































青少年の体験交流事業等について 

 

１ 指導者養成研修事業 「おだわら自然楽校 （ＯＯＴＳ） 」 

青少年健全育成の担い手として継続的に活躍できる青少年指導者の、発掘・育成・資質向上

を目的とした研修事業です。 

（１） 期日・場所・内容 

 期  日 場  所 内  容 

５月１２日（土） 丸太の森 ゲーム de グループビルド 

６月２日（土）～３日（日） 

※１泊２日 
塔ノ峰青少年の家 指導者エキスパート講座 

６月３０日（土） 酒匂川下流 川のアクティビティ Part２ 

９月２９日（土） 市役所 リーダーシップトレーニング 

基
礎
プ
ロ
グ
ラ
ム 

平成２５年２月 市役所 
子どもたちのための体験活動 

プログラム企画づくり 

９月 １日（土） 市役所 自然体験活動指導者養成研修（前編） 

９月８日（土）～９日（日） 

※１泊２日 
足柄ふれあいの村 自然体験活動指導者養成研修（後編） 

１０月２０日(土) 辻村植物園 どうして！？を解こう！ 

特
別
プ
ロ
グ
ラ
ム １２月 ２日（日） 明神ヶ岳 あなたも山のプロフェッショナル 

（２） 参 加 者  基礎プログラム ３８人（高校生～６０歳代 男性２７人・女性１１人） 
         特別プログラム ７月以降募集開始（各プログラムごとの募集） 
（３） 参 加 費  各プログラム １,０００円／人・回 
 
 

２ 青少年交流事業 「チャレンジ アンド トライ」 

各地区子ども会の代表児童（各地区男女１名ずつ、計４８人）が集い、地域の子ども会活動

などでリーダーとして活躍できるよう、各種プログラムを体験します。また、参加した子ども

たちは、学校の異なる同世代の仲間たちと、新たな交流を広げます。 

（１） 期  日  ７月２１日（土）・２２日（日） ＜１泊２日＞ 
（２） 場  所  塔ノ峰青少年の家 
（３） 内  容  登山（市役所～塔ノ峰青少年の家）／自然観察／ナイトウォーク／ 

ネイチャーゲーム ほか 
（４） 参加募集  小学６年生・４８人（男２４人／女２４人） ※各地区の子ども会から選出 
（５） 指 導 者  子ども会連絡協議会 
  

資料 ４ 



３ 地域少年リーダー養成講座 「きらめきロビンフッド ～ 仲間と生き抜く魔法の力」 

子どもたちが、新しい仲間と一緒になって自然体験やキャンプスキルを習得する中で、地域

で活躍できる「少年リーダー」としての自覚と行動力を身につけていくことをねらいとしてい

ます。講座は、２泊３日のキャンプ（宿泊研修）を中心とした全４回の年間講座です。 
今年度の宿泊研修は「仲間と生き抜く魔法の力」をタイトルに掲げ、アウトドアのみならず

災害時などにも役立つサバイバル術などを体験します。 

（１）期日・場所・内容 
 期 日 場 所 内 容 
第１回 ７月１５日（日） 小田原市役所 仲間作り 

第２回 ８月１８日（土）～２０日（月）

※２泊 3 日 
塔ノ峰青少年の家 

野外炊事 キャンプ 自然体験 
火起こし等サバイバル体験 ほか 

第３回 ９月３０日（日） 未定 記念誌づくり 
第４回 ３月１０日（日） 未定 終了証書授与 ほか 

（２）参加募集  小学５・６年生 定員６０人 
（３）指 導 者  青少年育成推進員協議会 
（４）参 加 費  ３,５００円／人 
 
 

４ 地域・世代を超えた体験学習 「あれこれ体験 in 片浦」 

参加者である小学５・６年生が、学校や学年を超えたコミュニュケーションを図り、また、

世代の異なる大人（指導者）たちと交流をしながら、創造性や自立心、豊かな人間性を育む

ことのできるよう、２泊３日の宿泊体験学習を実施します。 

実施に際しては、自然や歴史、生業など地域（会場周辺）の資産を活用し、子どもたちが

汗を流しながらじっくりと経験を積める内容としています。 

また、この事業は、青少年の健全育成を支える指導者の実践活動の場、特に「おだわら自

然楽校」受講生たちの活躍の場としての性格を併せもっているため、１０代から６０代まで

幅広い年齢層の多くの指導者（大人）が、３日間を通して、子どもたちの指導・支援にあた

ります。 
なお、参加人数拡大のため、今年度は実施回数を２回に増やしました。 

（１） 期  日  ①第１回目 ７月２８日（土）～３０日（月） ※２泊３日 
          ②第２回目 ８月 ３日（金）～ ５日（日） ※２泊３日 

 ＜同じ内容を、異なる日程で２回実施します。参加者希望者は、第１回目または第

２回目のうち、いずれか一方を選択して申し込みます＞ 
（２） 場  所  旧片浦中学校及び片浦地域 
（３） 内  容   仲間作り／野外炊事／キャンプファイヤー／体験型ウォークラリー 

食事（テーブルマナー、配膳実習）／夜の集い／ふりかえり（発表） 
施設清掃 ほか 

（４） 参加募集  小学５・６年生 定員：第１回目４８人／第２回目４８人 計９６人 
（５） 指 導 者  地域・世代を超えた体験学習実行委員会（おだわら自然楽校受講者） 
（６） 参 加 費  ９，０００円／人 












